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今日の目的

• 企業数は多いが、成功例が少ない、ない。とさ
れる。

• 何が成功で、失敗なのか？
– 産業技術総合研究所発・大学発・公的研究機関発の現状と代
表事例の紹介。

• 日本の産学官連携・（アカデミック）ベンチャーの成功
には民間資本の導入と、積極的な展開が不可欠
か？

•• 民間資金の導入民間資金の導入によるアカデミックベンチャーの育成。

会社を創業する」ことと「事業活動する」会社を創業する」ことと「事業活動する」
ことは大きく異なることは大きく異なる

数年にわたる展開の結果、様々な提起がされたが、
結果として述べられるのは
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日本の大学発ベンチャー創出
近年の流れ

大学発ベンチャー
1000社構想

出所：経済産業省調査、
各種資料より
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主要な大学・研究機関発ベンチャー
増加状況

2007 （平成19）年度

2008 （平成20）年度

出所：経済産業省調査、
理研、産総研HP
（定義等に変更があり、数
値が合わない部分あり）
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日本の研究機関発ベンチャー

• 現在99独法（2009年4月）
– 所轄官庁：文部科学24、国土交通20、厚生労働14、農林
水産13、経済産業11。

– このうち研究開発型は38。
• この研究開発型独法からベンチャー企業創出例がある。
• （国立）研究機関は「使命（ミッション）」が明確なため、ベンチャー
企業創業のような「産業」によった展開が起こりにくい

• 原子力・宇宙開発・海洋そのほかなど

– 主要なベンチャー創出の例
• 理化学研究所23社（2000年以降）、物質材料研究機構６社、日本
原子力研究開発機構４社、通信情報研究機構３社など→産総研
では累計99社（研究所による称号付与。2009年度付与も含む。）

• 全体で130～140社位が活動中。

出所：木村「独法研究機関の起業活動と戦略－日本の国立研究機関について－」
『企業家研究フォーラム2007年年次大会』2007.7.8発表資料を改訂
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日本における大学・研究機関の
ベンチャー創出の現状

• 東京大学と産業技術総合研究所
の事例数が多い
– 東大125、産総研（称号付与）累計

99（実動94）
– 上場企業は大学発ベンチャー事例
のみ存在する。

• 現状24件とされる。

– この調査を経済産業省、文部科学省
他多くの機関が実施しているが、毎
年定義、調査対象等が変わっており、
大まかな数値しかわからない。

• 創出数上位大学はほぼ確定できる。

出所：木村（2009）「大学研究機関ベンチャー創出の
戦略と展開」ITHC学会発表資料2009年5月24日
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日本におけるアカデミックベンチャー
企業作りに対する認識

科学技術政策
（基本計画）

研究助成
（産学官連携）

産業組織・
クラスター

研究マネジメント
（研究成果の指標）

立場が違えば立場が違えば
意識が全く異なる意識が全く異なる
（政策決定者・（政策決定者・

研究者・ビジネス担当）研究者・ビジネス担当）

「ベンチャー企業」という「ベンチャー企業」という
言葉に対する言葉に対する
「誤解」と「偏見」「誤解」と「偏見」

商業・ビジネスの商業・ビジネスの
意識が薄い意識が薄い

起業について、起業について、
投資について投資について
の情報不足の情報不足

出所：木村（2008）
「経済産業研究所BBLセミナー」

資料2008年4月16日
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●自然科学の６分野をカバー

産業技術総合研究所

①持続的発展可能な社会実現への貢献

②産業競争力強化等への貢献

③産業政策の地域展開への貢献

④産業技術政策立案等への貢献

産総研第２期：４つのミッション

●「本格研究」を推進

研究者数：約２５００名
予算規模：約１０００億円

基礎研究から製品化までの「本格研究」
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「「ベンチャー開発センターベンチャー開発センター」」
(2002(2002年設立年設立→→20072007年現名称に年現名称に））

使命

産総研や大学の技術シーズ
をもとに、実際にベンチャー
企業を創出すること。

目標

研究者自身が常に成果の
実用化・事業化という形での
社会還元を意識しながら
研究に取り組むように
意識改革を進める

「ひな形を示し」
「企業設立を数年で100億円、
あるいは200億円の企業価値

を創出できることを目指す」 秋葉原ダイビルで活動
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産総研ベンチャー開発センターの創出と支援

タスクフォース
（プレベンチャー制度）

産総研技術移転ベンチャー
（非タスクフォース例多数）

開発
資金

産総研が研究開発費（交付金）
を配布 独自に資金調達 （ＶＣ出資等）

必要に応じて、経営に参画
（ＣＥＯ等）

事業計画・市場調査・
資金調達・企業との提携

ＳＡ

（外部人材）

技術シー
ズ探索

役員兼業 （ＣＴＯ等）
事業化の研究開発に専念
（プロトタイプの開発）

研究者
（産総研）

ＴＦに応募

• 知財ライセンス優遇
（契約金免除、独占的実施権、サブライセンス権付
実施権、専用実施権、一部譲渡）

• 産総研施設・設備利用（利用料減額）

• 専門家相談

•市場・特許調査資金

•会社設立事務支援

•専門家相談

産総研の支援

（その他）

起業準備プロジェクト（２年間） 起業後の支援（５年間）
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産総研ベンチャー
追跡調査からの検討

ビジネスプラン
の作成の
確実な実行

2005年、2008年におけるアンケートの比較検討

ベンチャー企業成功のための方策として

適切なチームは
適切な計画を

作る

経営
チーム
の組成・
役割分担・
計画

経
営
者
の

資
質
と
能
力

創業の経験・「仕事が本当に出来る」

多くの事例で実は不達成！

チームを作るのも「経営者の能力」 出所：ベンチャー追跡評価報告書(2009)他

起業の第一ステップ
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11億円

15億円

31億円 31億円
33億円

132人 151人

253人

472人

627人

0人

500人

1000人

H14 H15 H16 H17 H18

0億円

10億円

20億円

30億円

40億円

売上高

役職員数

会社
数 16

社

27
社

50
社

69
社

84
社

出所：産総研内部資料より

産総研のベンチャー創出の実績

産総研技術移転ベンチャーの社数(累計）、売上高、雇用者数

（タスクフォース発、非タスクフォース発を含む）
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タスクフォース

タスクフォース

タスクフォース

H19
8社

H20
6社

ここまで累計98社(売却済み3社（企業は現存）、破産・廃業等5社）
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産総研発企業実例①
ベストシステムズ（非タスクフォース）

• 本社住所：茨城県つくば市竹園1-
4-1 南3パークビル1F 

• 創立年月日 ： 平成10年2月9日
• 資本金 ： 151,275千円
• 業務内容 ：

– ハイパフォーマンス/Grid コン
ピューター関連製品の輸入・販
売・開発・サービス＆サポート、災
害発生/緊急時等の需要データの
保護/迅速な復旧のためのデータ
バックアップサービスの提供

• 社員数 ： 10名（2008年2月現在）
• 代表取締役 西 克也
• 一旦、株式を他社に売却したが、

その後、資本関係が変わった。
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産総研発企業実例②
ナノシステムソリューションズ

（非タスクフォース）

• 本社：東京都多摩市落合1-
33-3

• 代表者：芳賀 一実
• 設立：２００４年 ６月

• 主業種名：半導体製造装置，
検査装置開発

• 資本金： 393,850 千円
• 従業員： 6 名
• 株主：レイテックス（１００％）

→AISTベンチャーからM&Aを
された事例。
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産総研発企業実例③
アプライドビジョンシステムズ

（タスクフォース）

• 本社：茨城県つくば市梅園１
－１－１中央第二
– 産総研内にオフィス

• 代表者 高橋 裕信
• 設立 ：２００４年１１月

• 主業種名：受託開発ソフト
ウェア業

• 営業種目：画像情報処理ソフ
トウェア開発（１００％）

• 資本金 ： 15,000 千円
• 従業員 ： 8 名
• 役員 ：（取）冨田文明他

3
次
元
計
測
・画
像
補
正
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東京大学における産学官連携組織

出所：東京大学資料より

ベンチャー支援

ベンチャー支援
と創出
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東京大学 における新創出システム
（東大エッジキャピタルのEIR募集)

• 2007年10月
– UTEC EIR (Entrepreneurs 

In Residence)開始。
– 東京大学の「知」を活用

• 1年以内の起業を見据えた
事業化プロジェクト。

– 応募資格
• 「応募時点で東京大学に在
籍する研究員または学生等、
教員（医員も含む）」が対象。

• 募集時期は年3回
• 採択期間1年間
• 1プロジェクト最大1千万円
の予算を得ることが可能

– 書類選考
– プレゼン＋質疑応答

» ２段階の審査により、
選抜される。

出所：木村（2009）「大学研究機関ベン
チャー創出の戦略と展開」ITHC学会発表
資料2009年5月24日

HPによるEIRの告知
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ベンチャー支援施設

（東大事例とその他の比較）

出所：木村（2009）「大学研究機関ベンチャー創出の
戦略と展開」ITHC学会発表資料2009年5月24日

東京大学のベンチャーインキュベーション

柏キャンパス
（中小機構基盤機構による）

本郷キャンパス
「東京大学アントレプレナープラザ」

・先ほどの産総研の事例では、ベンチャー支援規定等で施設の貸与が認められるが
ベンチャーの育成を目的とした施設を建設していない。
・大学研究機関において、施設を建設してのベンチャー育成は実行されている事例は多い。

（多くが中小機構との協力による）。
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東大発企業実例①
アドバンスト・ソフトマテリアル（非上場）

• 本社住所：東京都文京区本郷7-3-1
アントレプレナープラザ３０１

• 代表者 原 豊
• 設立：２００５年３月
• 業種名：他無機化学製品製造
• 資本金 ： 634,740 千円
• 従業員 ： 20 名
• １９９９年、東京大学大学院の伊

藤耕三研究室において、「架橋
点が動くという新しい概念の高
分子材料を開発」
– その後の研究で新しい材料として

大きな可能性を秘めている素材で
あることが明らかになった。
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東大発企業実例②
オンコセラピーサイエンス（上場）

• 本社：神奈川県川崎市高津区坂戸３
－２－１かながわサイエンスパークＲ
＆Ｄ棟

• 代表者：冨田 憲介
• 上場株式市場：東証マザーズ
• 設立：２００１年４月
• 営業種目：癌治療薬，癌治療法

の研究開発
– 抗癌剤開発のための分子標的となる

遺伝子同定を可能にする基盤技術

• 資本金： 3,465,396 千円
• 従業員： 50 名
• 大株主：中村祐輔（東京大学医科

学研究所ヒトゲノム解析センター長）
（２１７５０株），ＣＳＫＶＣ・バイオ・
インキュベーション投資事業有限
責任組合（14,427株）
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東京大学・産総研の
創出ベンチャー等比較

出所：木村（2009）「大学研究機関ベンチャー創出の
戦略と展開」ITHC学会発表資料2009年5月24日
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ベンチャーファイナンス面の検討
ベンチャーキャピタルとは

出所：高橋・木村（2009）

日本における有力なVC

日本におけるアカミックベンチャーのための資金（特に技術ベンチャーでは）
多くは研究助成金（NEDO、JST、IPAのPJなど）による研究開発

創業時は「個人資金」によるものが多い

有望事例はその後、VCの出資を受ける例も多数



24

ベンチャーキャピタルとは

直接出資
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アカデミックベンチャー
上場企業実例

出所：高橋・木村（2009）
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日本における商業資本による
アカデミックベンチャー等の支援例

• 日本のベンチャーキャピタルと大学の連携

• グローバル・イノベーターズ合同会社

(GLIN・2007年)
– 松田岩夫参議院議員が中心になり、

設立。

– 産学協同で「技術探索」を行い、アカ

デミックVBに出資
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海外資本による
アカデミックVB・産学官連携の支援例

インテレクチュアルベンチャーズ
日本10大学以上と契約（知財）

（2007年） 。

特許に投資するファンド。

Bブリッジインターナショナル

（米国バイオ系）
金沢大学TLOと

技術移転の契約を結ぶ（2007年）

ARCH Venture Partner
（創業時はシカゴ大等に関係）

東京大学エッジキャピタル
との提携（2009年）

米国バテル研究所傘下
360ip(VC)（登記はシンガポール）

アジアの研究機関・
大学等との提携戦略
理化学研究所との

10年契約を結ぶ（2008年）



28

（参考）理化学研究所の戦略
• 理化学研究所

– 第二次大戦前は「理研コンツェルン」企業群を
創出。

– 最大時63社（1939年）。

– 現在でも、現存する上場企業がある。
• リコー、リケン、理研ビタミン、理研コランダム、

理研計器など。

• 1990年後半から「理研ベンチャー」が設立さ
れ、認定を行う。現在25社。

• 「理研ベンチャーキャピタル」を設立(2005年）
• ベンチャーインキュベーション施設を建設

（2008年）中小機構と。
– 17社入居（11社が理研認定）。

• 360ip(VC)との“包括協定”(2008年）
– 理研が保有する技術・特許の活用計画案を３６

０ｉｐへ開示。
– ３６０ｉｐがその事業化可能性を評価。
– 互いに協議してプロジェクトを組成し、そこへ３

６０ｉｐが投資する。
出所：2008/11/24 FujiSankei Business I 
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（参考）理化学研究所の研究成果を実用化す
る目的で１996年に設立したベンチャー。

• 株式会社 メガオプト
• 代表取締役会長 和田 智之
• 代表取締役社長 内田 保雄

– 本社所在地 〒351-0104 埼玉県和光
市南2-3-13 和光理研インキュベーショ
ンプラザ301

– 設立 1996年7月
– 資本金 252,550,000 円
– 社員数 37名（2008年1月）

• 事業内容
– 高性能全固体レーザーの研究開発・製

造・販売

• 株主構成
– 東京中小企業投資育成（株）、りそな

キャピタル（株)、チャレンジ・ジャパン・イ
ンベストメント（株）、みずほキャピタル
（株）、（財）埼玉県中小企業振興公社、
伊藤忠商事（株）、個人出資
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（参考）
和田智之氏

• 1992年東京理科大学大学院博
士課程修了、理学博士。

• 1995年理化学研究所入所。
• 1996年フォトンチューニング株

式会社（理研ベンチャー第１号）
兼務。

• 2000年株式会社メガオプト
（フォトンチューニング株式会社
から社名変更）取締役 。

• 2001年～理化学研究所 固体
光学デバイス研究ユニット ユ
ニットリーダー。

• 2003年株式会社メガオプト 代
表取締役社長 兼務

• 2006年～株式会社メガオプト
代表取締役会長 兼務

会社設立当時、和田氏には起業マインド
はなかった。当時の上司がベンチャーで
実用化したいと申し出た。

産業用ではなく理化学用の研究をしていたが、結果が
出ない。設立から4年で、債務は1億円を超え、従業員も

和田氏の他は全員がやめてしまうという窮地に陥った。

理研の実用化コーディネーター・河津元昭氏
（元リコー取締役）を代表取締役社長に迎え、再
建に取り組んだ。

科学技術振興事業団の開発研究を委託された。特許を
与える代わりに、研究費が提供されるシステム。年間1
億、2年間で2億を確保。（次に）埼玉県創造的企業投資

育成財団から投資育成事業の認定を受けた。
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まとめ
• 企業数は多いが、成功例が少ない、ない。とされる。
何が成功で、失敗なのか？

• 日本の産学官連携・（アカデミック）ベンチャーの成
功には民間資本の導入と、積極的な展開が不可欠
か？

売上げ高（数億円達成）、
M&A化成功、上場など

日本のアカデミックベンチャー
事例の多くは「活動を行って

いない」が「企業が生きている」。

プロパテント・産学官連携政策において
「交付金（含む交付金ベースの助成金）」使用

の企画では、商業化に対する
「評価」「判断」行いにくい。

「民間との協調」方法の
確立が必要。

ある程度「多産で淘汰を
健全に行う状況」の確立も必要。

成功事例を
明確にすることが求められる。
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本日の発表

• 本日の報告に関する成果報告書

– 部数に限りあるため、特に希望される方にのみ
配布。

• rtbi-presentation@m.aist.go.jp
• 上記アカウントへメール願います。

• 続いて、大野一生氏（財団法人国際メディア
研究財団）による「ハイテクベンチャー創出支
援の経済的価値評価」に関する発表。

mailto:rtbi-presentation@m.aist.go.jp
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